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vol.225
ばくがにくとぅ 黄金

言葉

今回は、2021年２月１日付けで独立行政法人国際協力機構沖縄センター（JICA沖縄）所長に
着任された倉科 和子 氏に、「沖縄の強み」を活かしたJICA沖縄の事業内容や、県内企業への
期待などについてお話を伺って参りました。

沖縄の財産 ウチナーネットワーク
独立行政法人国際協力機構沖縄センター（JICA沖縄）

所長　倉科　和子

OKINAWA TO 沖縄

2022年10月29日、国際協力・交流の取り組み
を発信する「第27回 おきなわ国際協力・交流
フェスティバル」をJICA沖縄センターで開催
しました。

今回は世界のウチナーンチュが集結する５年
に一度開催の第７回世界のウチナーンチュ大会
共催イベントとして、県内で活動する35団体

（自治体、NGO/NPO、学校等）によるブース
出展や HP 上での活動紹介、イベント（ステー
ジ、トークショー）開催など、今年も盛況に終
えることが出来ました。

その中で、ボリビア・オキナワ移住地（もう
一つのOKINAWA）出身の学生からの※1 ビジ
ネスプランの発表、ペルー進出を目指す県内企
業の取り組み紹介、世界のウチナーネットワー
クを活用したビジネスへの期待と題してのパネ
ルディスカッションなど『OKINAWA TO 沖
縄 ビジネスシンポジウム －中南米日系社会連
携ビジネスの魅力－』が対面・オンラインのハ
イブリッドで開催されました。

沖縄県内の人だけでなく、移民で沖縄を離れ
た世界のウチナーンチュにも、「ユイマール」
や「イチャリバチョーデー」などの独特の沖縄
の文化が脈々と受け継がれて、ウチナーネット
ワークが形成されていることに感動しました。

多様なニーズとビジネスチャンスが存在する
開発途上国
開発途上国で様々な開発需要が拡大する中、

各国では、開発における民間資金の動員増や、
持続性・拡張性・ダイナミズムといったビジネ
スの強みを活かした開発課題解決への期待が
益々高まっています。

これらを受け、JICAでは、多様な製品・技術・
ノウハウを持つ企業の皆様に、これまで以上に
中小企業・SDGsビジネス支援事業をはじめと
する民間連携事業を活用していただくことで、
ビジネスを通じた開発課題解決の成功例を積み
上げ、拡大していきたいと考えております。

また、ビジネス界においても、多様なニーズ
とビジネスチャンスが存在する開発途上国の市
場・生産・イノベーション拠点としての重要性
が高まっています。近年は、SDGs・ESGを経
営に取り込む動きや、インパクト投資の流れも
加速化しており、ビジネスと開発課題解決に向
けた取り組みの親和性がますます高まっています。

沖縄ならではの優れた製品や技術は、同じ課
題をもつ途上国の課題解決に貢献する可能を
持っています。
「必要は発明の母」と言われます。島嶼地域

では水資源が十分ではない、塩害が多い、土砂
が流れ込んでサンゴが死んでしまうなど、大変
なことがあるからこそ、それを克服するための

※1）「カカオ・コーヒーのブランディングと輸出」、「日系
プロフェッショナルと沖縄県の人材マッチングアプ
リ」の２案が発表されました。

2021年１月、南米ボリビアにある沖縄県出身者の開
拓地（オキナワ移住地）で生産された大豆が入植後
67年の歴史で初めて沖縄県に輸出されました。



沖縄で参加できる国際協力メニュー
民間企業の

皆様
自治体、NGO
大学等の皆様

学校関係の
皆様 個人の皆様

研修員受入事業
（知識共創と人材育成） ● ●

草の根技術協力事業
（団体の提案・活動・

組織を支援）
● ●

民間連携事業
（企業の海外展開を支援） ●

JICA海外協力隊事業
（沖縄から世界へ

飛び出そう）
● ● ● ●

開発教育支援事業
（世界や多様性を知り、

自分や地域を見直す）
● ● ● ●

日系社会・
多文化共生支援事業

（日系人・外国人との
共生を支援）

● ● ● ●
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技術が沖縄で生まれているのだと思います。
JICA沖縄の中小企業・SDGsビジネス支援事

業の詳細については、紹介パンフレットをご覧
ください。

https://www.jica.go.jp/okinawa/enterprise/
priv_partner/pamphlet.html

世界のために何かしてみたい

JICA沖縄は1985年に浦添市前田に開設され、
沖縄の特性、※2 沖縄の技術・経験を活かした
国際協力事業を沖縄県や県内の団体・企業と
行っています。

JICA沖縄は沖縄振興特別措置法において、
国際協力を通じて沖縄振興へ貢献することとさ
れています。また、新・沖縄21世紀ビジョン基
本計画や沖縄県アジア経済戦略構想においても
沖縄県とJICA沖縄との連携が明示されており、
2013年に都道府県レベルでは全国初の連携協定
を締結しております。JICAの国内拠点センター
は15ヶ所ありますが、開発途上国だけでなく自
県への貢献が法律上明示されているのは、沖縄
センターだけです。

事業内容は、①研修員受入事業、②草の根技
術協力事業、③民間連携事業、④JICA海外協
力隊事業、⑤開発教育支援事業、⑥日系社会・
多文化共生支援事業の６つが大きな柱です。

特にJICA沖縄では、沖縄の特性「島嶼性」、
「亜熱帯性」、「独自の歴史・文化（歴史的特

性）」を活かした支援事業、県系移民とその子
弟のネットワーク（ウチナーネットワーク）の
強化、グロバール人材育成・多文化共生社会の
構築を重点的に取り組んでいます。
「世界のために何かしてみたい」、その熱意と

得意技が途上国に必要とされます。JICA沖縄
は皆さんの想いを全力でサポートします。　

※2） 沖縄の技術・経験：島嶼地域の水資源・廃棄物管理、
離島医療、サンゴ礁保全、平和教育等々

JICA中小企業海外展開支援事業 採択実績（沖縄県）
事業名 採択年度 案　件　名

1 基礎調査 2021年度 ルワンダ国就労困難な若年層のIT分野におけ
る就業促進のための基礎調査

2 普及・実証
ビジネス化事業 2020年度

日本式早期地震検知・伝達システムによる防
災対策のための普及・実証ビジネス化事業

3 案件化調査 2018年度 早期地震検知システムによる防災対策のため
の案件化調査

4 普及・実証事業 2017年度 バイオログフィルターを活用した環境改善及
び災害リスク低減に関する普及・実証事業

5 案件化調査 2017年度 ラオスにおける広東アブラギリ種子の多益利用
事業案件化調査【途上国発イノベーション枠】

6 案件化調査 2016年度
底面給水式植物工場による自然有機野菜の生
産とフードバリューチェーン構築に係る案件
化調査

7 案件化調査 2016年度 海水淡水化装置を用いた住民向け飲料水の販
売事業モデル構築のための案件化調査

8 案件化調査 2016年度 天然鉱物を使用した高濃度有機性排水・高塩
分排水等の水質浄化に関する案件化調査

9 案件化調査 2015年度 ヤシ繊維を活用した濁水処理対策に関する案
件化調査

10 普及・実証事業 2015年度 島嶼地域における環境に配慮した小型焼却炉
の普及・実証事業

11 普及・実証事業 2014年度 超音波画像診断装置を活用した途上国母子保
健の向上に関する普及・実証事業

12 案件化調査 2014年度 汚濁水浄化処理装置の海外島しょ地域導入案
件化調査

13 案件化調査 2014年度 島嶼地域における環境に配慮した小型焼却炉
の普及に向けた案件化調査

14 案件化調査 2013年度 島嶼地域における太陽光発電・ディーゼル発電
のハイブリッドシステム構築技術の案件化調査

15 案件化調査 2013年度 ベトナム国における廃棄物最終処分場浸出水
処理技術適用可能性調査

16 案件化調査 2012年度 サモア　アピア近郊に再生可能エネルギーを
使った沖縄・宮古島モデル案件化調査

17 普及・実証事業 2013年度
沖縄県中小企業が有する島嶼地域向け系統連
系型太陽光発電システム導入技術の普及・実
証事業

18 案件化調査 2012年度 大洋州島嶼国における廃ガラスリサイクル沖
縄モデルの導入案件化調査

19 普及・実証事業 2012年度 Dr.カー（移動診療所）展開に関する運行支
援普及・実証事業

20 案件化調査 2012年度 Dr.カー（移動型診療所）の実施プロジェクト

21 普及・実証事業 2012年度 アラオア浄水場緩速ろ過池（生物浄化法）改
善への普及・実証事業

その他の海外展開支援事業 採択実績（沖縄県）
事業名 採択年度 案件名

1 民間技術
普及促進事業 2017年度 ポータブル超音波画像診断システム普及促進

事業

2 民間技術
普及促進事業 2013年度 災害対応型沖縄可倒式風力発電システム普及

促進事業

3 BOP協力
準備調査 2012年度

特殊な義肢装具を利用した途上国への開発支
援及び海外事業展開に係る調査研究事業
（BOPビジネス連携促進）

4 ニーズ調査
（外務省委託事業）2012年度

沖縄県中小企業が有する島嶼地域での太陽光発
電システムの技術・ノウハウ導入のニーズ調査

5 BOP協力
準備調査 2010年度 バイオエタノール生産事業準備調査（BOP

ビジネス連携促進）



倉科　和子（くらしな　かずこ）
１９６７年６月生まれ
１９９０年３月　東京外国語大学外国語学部中国語学科卒
１９９０年４月　JICA国際協力事業団入団
１９９０年５月　３回の育児休業を取りながら、研修事業部、
　　 〜　　　�派遣事業部、派遣支援部、広尾センターに

勤務
２００８年９月　中国事務所　在勤中に次長昇格
２０１２年３月　人事部給与厚生課　企画役
２０１４年１０月　横浜国際研修センター　課長
２０１８年１１月　国際協力人材部　計画・調整担当次長
２０２１年２月１日　沖縄センター所長
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沖縄全域を野外インフラ展示場に

JICA沖縄では、2021年度に開催したビジネ
スセミナー「島嶼国で活かされる沖縄のインフ
ラシステム・建設技術」にて、「沖縄全域を野
外インフラ展示場と考え、沖縄県のインフラ技
術を海外に発信するツーリズムの推進」の話が
あったことから、今年度、「沖縄インフラツー
リズム」のトライアルを計画しています。

島嶼性・亜熱帯性に適合した沖縄の特色ある
建設技術を用いたインフラ施設（サンゴ礁生息
エリアに配慮した離島架橋等）を、JICAの研
修員に視察してもらいます。

本事業は、研修員が一方的に学ぶのではなく、
意見交換やワークショップなどを通して、県内
企業と研修員の双方の学びの場とするとともに、
人的・技術交流を介して海外ネットワークを広
げ、県内企業の海外展開検討の機会となるよう
開催するものです。

沖縄の財産　ウチナーネットワーク

私は、沖縄では御自身の持っている技術が途
上国で役に立つことに気づかれていない方が多
いのではないかと思っています。沖縄の技術に
は、世界が必要としている、世界に誇れる、特
に途上国が必要としている技術がたくさんあり
ます。その価値を皆様の方でも認識いただいて、
ご自身の会社のビジネス発展として、プラス世
界への貢献という観点で一緒に取り組んでいけ
たらと思います。

また、最初から海外展開は難しいとお考えに
なっている企業様もいらっしゃるのではないで
しょうか。

そこで、海外展開を検討する際に、JICAの
研修員受入事業から海外にアクセスするのも有
効だと考えます。

JICA沖縄では、島嶼性や亜熱帯性などに関
する、沖縄の技術が活きる分野の研修を多く
行っています。その中には感染症対策や地域保
健、自然環境の保全やインフラ技術、水資源管

理や廃棄物処理塵などの環境管理、再生エネル
ギーやITなど、色々な分野の研修があります。
来日する研修員はアジア太平洋からだけでなく、
これからビジネスの場が期待されているアフリ
カや、現在発展中のウチナーネットワークのあ
る中南米からの来日もあります。実際に来日し
ている研修員は、その国の行政官や中堅の技術
者など、国の中枢を担っていく方々です。

よって、将来のビジネスを展開のネットワー
ク作りに、この研修員受入事業をうまく活かし
てもらえるのではないかと考えます。

これまでにも研修員受入事業を通して県内の
企業が信頼できるパートナー（元研修員）を見つ
け、自社の海外展開に繋がった実績もあります。

そしてなによりも、沖縄の特別な技術もある
のですが、他県にはない、沖縄の財産であるウ
チナーネットワークが世界、特に途上国におけ
るビジネスを行う際に、アドバンテージになる
ことを私は確信しています。

（最後に）
JICAの組織ビジョンは「信頼で世界をつなぐ」

です。JICAは、人々が明るい未来を信じ多様
な可能性を追求できる、自由で平和かつ豊かな
世界を希求し、地域の皆様をはじめとするパー
トナーと手を携えて、信頼で世界をつなぎます。
「世界に開かれた交流と共生の島」を目指し

ている沖縄県の皆様と、世界各国の県系人との
ネットワークの強化や、歴史的・地理的特性に
より培われた他の地域にはない沖縄の知識・技
術・経験をベースとした国際貢献活動に共に取
り組み、信頼と笑顔あふれる持続可能な社会の
実現に貢献していきます。
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想定外に合わせた対応を

（2022年９月11日掲載）

IT環境の整備やグローバル化など、ビジネスを取
り巻く環境は著しく変化し、さらに昨今では、パン
デミックや国家間の紛争などさまざまな要素が重な
り合い、先行きが見えない状況が続いています。ま
さに、VUCA（ブーカ）の時代です。VUCAとは、
Volatility（変動性）、Uncertainty（不確実性）、
Complexity（複雑性）、Ambiguity（曖昧性）の
頭文字をつなぎ合わせた造語です。
VUCAの時代では、これまでの常識と考えられ
てきたビジネスモデルや社会制度などが通用しなく
なる可能性があります。今年７月に国連が発表した
報告書では、世界人口は依然増加しており、今年
11月に80億人に到達し、2058年には約100億人
に到達する見込みです。
一方、日本国内は「人口減少・少子高齢化」が深
刻な問題として取り上げられ、生産年齢人口の減少
に伴う労働力不足への対応など、これまで経験した
ことがない時代に入っています。沖縄県の人口も、
合計特殊出生率は全国１位を維持しているものの、
今後は減少に転じると予想されています。
人口減少・少子高齢化が進むと地域の過疎化や労
働人口の減少から企業の経営が立ち行かなくなるな
ど、現在のビジネスモデルを維持できなくなる可能
性が少なくありません。
変化が激しく、想定外のことが起こり、未来予想
が難しくなる状況だからこそ、ビジネスモデルの再
構築や働き方改革など、このダイナミックな動きに
合わせた積極的な対応が求められています。

（沖縄銀行　法人事業部調査役　奥原　宗一郎）

新サービスへの発展期待

（2022年９月４日掲載）

現在、沖縄県経済はウィズコロナの下、回復の途
上にあります。来訪する日本人観光客も、順調に客
数を伸ばしつつあります。観光客の足となる主役は
レンタカーですが、過去には人流制限による需要減
少を受けて一時的に台数を減らしていました。そこ
へ、世界的な半導体不足により自動車製造が停滞し
たことで車両が購入できず、レンタカー不足により
借り受け相場が上昇、配車が困難になるという状況
がありました。
このような中、新たなサービスとして個人間カー
シェアリングが浸透しつつあります。個人間カー
シェアの仕組みは複数ありますが、自動車を貸した
い会員と借りたい会員同士のマッチングが主です。
ある個人間カーシェア提供社の場合、マッチングす
れば車に関する「共同使用契約」が結ばれ、カー
シェアが成立します。貸し借りする料金からマッチ
ングサイト側へ支払う保険料が差し引かれますが、
貸す側は個人所有の自動車で利益を生み出せます。
県内でも登録が増加しており、観光客増加の受け皿
として期待が高まります。
一方、ビジネスとしてはまだ日が浅いため、貸し
出していた自動車の給油がなされていない、また無
断転売等のトラブルも報告されています。しかし、
観光地として人気が高い他の都道府県に比べて沖縄
県は人口に占める自動車保有台数割合が高く、適切
に使用することができれば社会全体での効率的な資
源活用につながり、SDGsの理念にも沿った経済活
動となります。自動車を貸し出す人・使う人双方が
快適に利用できるサービスへの発展を期待します。

（沖縄銀行　リスク管理部調査役　金城　伸幸）

VUCAの時代個人間カーシェア
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オフシーズンない沖縄の海

（2022年９月25日掲載）

沖縄県は2022年度から26年度までの５年間を
「第２期沖縄県スポーツ推進計画」期間と定めてい
ます。世界にはばたき躍動する「スポーツアイラ
ンド沖縄」の形成として、「県民等が主体的に参画
するスポーツ環境の整備」（インナー施策）と「ス
ポーツ関連産業の振興と地域活性化」（アウター施
策）をともに進めていくこととしています。
このような施策の下で、沖縄の美しい波を経験す
る「サーフトリップ」による観光客誘致はどうで
しょうか？　海水温は年間を通して20℃以上あり、
オフシーズンが無いのも魅力です。既にマリンレ
ジャーやダイビングを目的に多くの観光客が沖縄の
海を訪れますが、「サーフトリップ」には新たな可
能性があります。
世界のサーフィン愛好者は３千万人超といわれ、
サーフカルチャー関連（愛好者家族、OB、丘サー
ファー等）を含めた愛好者はさらに多くなります。
サーフポイントへのアクセスを容易にするインフ
ラ整備（道路、信号、駐車場、キャンプ場等）や海
難事故防止策（ライフセーバー配備）、沖縄の特色
を活かした周辺施設（海の家、カフェ、移動式飲
食・物販店）の充実を図ることで、沖縄に新たな魅
力が加わり、短期旅行から長期旅行へ、旅行から移
住へと可能性は広がります。
最後に、各地のサーフポイントは地元愛好者らの
清掃等ボランティア活動により快適な環境が保たれ
ています。地元愛好者へのリスペクトを忘れず、世
界中のサーファーが沖縄に集い、大会やイベントで
年中盛り上がる未来を期待します。

（沖縄銀行　事務部調査役　川門　正幸）

「サーフトリップ」の可能性
収益力改善へ支援機関連携

（2022年９月18日掲載）

今年４月１日に沖縄県中小企業再生支援協議会と
沖縄県中小企業経営改善支援センターが統合され、
「沖縄県中小企業活性化協議会」が設置されたこと
をご存じでしょうか。
中小企業活性化協議会の設置は、３月４日に経済
産業省、金融庁、財務省が共同で作成した「中小企
業活性化パッケージ」（※今月８日に支援加速を目
的として「NEXT」が策定されました）の施策の一
つで、中小企業者の活性化を目的に全国47都道府
県に設置されています。
これまでの継続的な資金繰り支援に加え、ポスト
コロナを見据えた中小企業の収益力改善、経営改
善、事業再生、再チャレンジなど総合的な支援を
行っています。「中小企業の駆け込み寺」として幅
広く中小企業者の相談に対応しており、それぞれの
事業ステージに応じた経営計画策定支援を中小企業
診断士や公認会計士、税理士、弁護士などの外部専
門家が行います。また、専門家と共に作成した計画
書費用を一部補助する制度もあります。
地域金融機関では、新型コロナウイルスによる影
響が拡大して以降、影響を受けている取引先企業へ
の既往貸付の条件変更や新規融資による金融支援を
積極的に行ってきました。さらにポストコロナを見
据えた取り組みとして、中小企業活性化協議会や各
支援機関と連携し、金融支援にとどまらない収益力
改善に向けた支援が求められています。
経営者の皆さま、お取引先の金融機関や県中小企
業活性化協議会と経営課題を共有し、コロナ禍、ポ
ストコロナにおける収益力改善に取り組んでみては
いかがでしょうか。

（沖縄銀行　審査部調査役　宮國　菜穂子）

中小企業活性化協議会の活用
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